テーマ別分科会：第Ⅳ－②分科会

記録者名前：戸倉　信昭（大都市共闘教育部会）、小原　　大（中央本部青年部長）

参加者人数：17日午後　83人／18日午前　83人

	プログラム
	17日(金)13：10～13：40

　基調提起「地域で教育を支える～自治研地域教育政策作業委員会の報告～」
　　　　　　田口　康明（鹿児島県立短期大学教授（作業委員会座長））

	記　　　録
	　自主レポート・論文あわせて23本の中で、学校給食から８本、学校用務から４本という本数が、学校関連の現業職域の厳しい現状を反映している。同時に、職の確立に向けた活発な自治研活動が各地で行われている現れともいえる。

　冒頭、1996年以来10年ぶりの「自治研地域教育政策作業委員会」の最終報告書（案）について、作業委員会座長でもある田口助言者から、議論経過と報告書の骨子を紹介し、分科会の基調にかえた。要約は以下の通り。

　本来、教育は福祉とともに生活基盤を形成するまちづくりの一環として、市民参加のもと市民自治によって運営される社会的な共同事業であり、地域公共サービスとして位置づけられるものである。しかし、市民や自治体労働者がほとんど関われないまま、地方教育行政の再編が進められようとしている。地域のつながりが希薄になってきている中で、住民、行政、学校を位置づけなおし、地域における教育行政を構築する必要がある。また、職場での経験やノウハウの蓄積を背景に公共サービスを展開する「経験的専門性」が、教育行政では特に求められるのではないか。

	プログラム
	13：40～15：00

　議論１「学校給食・学校用務の職の確立」

	記　　　録
	　まず、自主レポート提出単組・支部から、レポートの内容について10分程度で発表を受け、その後、質疑応答も含め、フロアー討議を行った。給食フェア実施で市民にアピール、学校用務職場の縮小の中で共同実施によるノウハウの継承、など、学校の現業職場における職の確立をめざす取り組みが目立った。

（特徴的な発言）

・学校の現業職の不採用・不補充が既定路線となりつつある中で、「なぜ直営？」という問いに対しては、「学校職員として教育に参画しているのだ」、という視点が必要。（参加者・用務）

・それぞれの職域、職種が持っている専門性（＝自分たちはこんな事ができるんだ）をもっと交流し合って、役所の中でお互いの力を活かし合おう。（参加者・用務）

・小菅名誉園長の話にたとえるなら「公共サービスの“行動展示”“能力展示”」が地域の中で必要なのでは。（大門助言者）

	プログラム
	（15：00～15：30 徒歩移動）15：30～17：00

　フィールドワーク「札幌市資生館小学校視察」

	記　　　録
	　小学校・ミニ児童会館・保育園・子育て支援総合センターからなる「札幌都心部子ども関連複合施設」の視察。2004年４月開設で今年で６年目。小学校は、都心部の空洞化による４校統合。

　まず、施設全体の概要や全体に関わることについて全員で説明を受け、そのあと、給食、用務、その他の３グループに分かれて施設見学をした。

　太陽光発電の採用など環境に配慮した建物、動線の統一によるセキュリティの確保、各施設間の連携体制など、先進的な取り組みは参考になった。一方、地域コミュニティの核としての機能、施設の維持管理にかかるコスト高など、悩ましい課題も垣間見えた。

	プログラム
	18日(土) 9 ：00～12：00

　議論Ⅱ「学校事務・社会教育・文化施策」

　　テーマ別グループ討議

	記　　　録
	　昨日同様、まず自主レポート提出単組・支部から、レポートの内容について10分程度で発表を受けた。

（特徴的な発言）

・学校に関わる職員がお互いに「口を出し合える」横のつながりを。学びあい、助け合って世の中を形づくっていく、ということを、子どもたちに身をもって示せるような職場に。（参加者・学校事務）

・学校がなくなれば地域の公共施設がなにも残らなくなる、といった地域は多いはず。地域にあった運動を展開する必要がある。（参加者・地方議員）

・教育は本来「国家のための人づくり」ではなく、「村をつくる人づくり」であるべき。今の教育政策は「村を捨てる人づくり」。（参加者・研究者）

　この後、職種・職域ごとに５つのグループに分かれて、45分程度のグループ討議で、参加者同士の職場状況を交流しあい、最後にグループごとに話し合った内容を発表した。

（助言者まとめ）

・一人はひとつの分科会にしか出席できない。この分科会以外のレポートも読んで、つながりを感じながら実践に移してもらいたい。そして、取り組みの成果を次の自治研集会に「持ち帰って」きてもらいたい。始めたことを“続ける”ということの意義を大事に。（大門助言者）

・専門性は「関係性」の中でしか成立しない。例えば給食調理員は、食べること、という営みに対して専門性を持つ。このことを意識して職の確立を考えていく必要がある。同様に、職種としての意識は高くても、公務員としての意識が低いということはないかどうか。公務労働として自分たちの仕事を位置づける大切さに気付くべき。（田口助言者）


良かった点、反省点など

	

	　幅広いテーマを扱う分科会であり、毎度のことながら十分に議論が深まらないまま時間を迎えてしまった感がある。グループ討議の時間を増やして欲しいとの参加者の声もあり、時間配分を検討することも必要と思う。

　数年前までは参加者の多くを占めていた、社会教育関係の職員の参加が少なかった。レポートも限られたものにとどまった。指定管理者制度の二巡目を迎え、各地で委託がさらに進んでいる状況があり、それが自治研の低調につながっているとすれば大きな課題だといえる。

　自治研推進委員が３人のため座長、副座長、記録と役割分担を行うと当日の会場運営（映像等）を担当する者がいないこととなった。推進委員の割り当てにもある程度の配慮が必要かもしれない。

	


全体の印象、感想

	

	　活発な雰囲気の中で意見交換が行われた。分科会の結論とか、議論の深まりとかいう点では物足りなさが残ったかもしれない。が、もともと多職種・多職場が特徴の学校教育・社会教育の現場が切り崩されている状況の中で、自分とは違う職種の存在に気づき、ネットワーク化を図っていくことの重要性について、参加者は少しでも気づきを得ることができたのではないか。これは大きな成果である。

　また、分科会議論の内容はもとより、作業委員会報告や地域・自治体政策集の内容を、自治労の運動としてどう具体化していくのかについては、中央本部に対しての厳しい注文も寄せられた。地域を基盤に市民と行政が一体となった地道な各地の取り組みに対して、運動的・理論的に支えとなり得る中央の姿勢が求められていると感じた。
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